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たカリキュラム開発（School Based Curriculum Development）」に臨むこと、そし
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第一節 通常教育におけるカリキュラム研究の動向
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このような動向の中、 1964 年に実施された国際到達度評価学会（ The
International Association for the Evaluation of Educational Achievement； IEA）による 調査























National Curriculum が、米国では National Standard が導入された（竹田， 1995； 1996
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する「研究－開発－普及（Research，Development and Diffusion）モデル（RDD モ
































そのような中、 1973（昭和 48）年度には高等学校への進学率が 90 ％を超え
た。先の指摘をふまえ、子どもの知・徳・体の調和のとれた発達をどのよう





















































































に臨むこと、そして、授業の PDCA とカリキュラムの PDCA を連続したものと
捉えカリキュラムマネジメントに取り組むことが各学校に求められている。








た 1971（昭和 46）年の改訂を節目に、第 1 期（ 1947(昭和 22)年～ 1962（昭





























































































































について（報告）」では、重度・重複障害児に、学校教育法施行令第 22 条の 2
に規定する障害を二以上併せ有する者のほかに、発達的側面からみて、「精神





































昭和47 昭和50 昭和55 昭和60 平成2 平成7 平成12 平成17
％






























立活動）を主とした教育課程の割合は、 1986（昭和 61）年度、 2001（平成 13）
年度の順に小学部は 7.3 ％、 13.8 ％、中学部は 5.2 ％、 11.4 ％となっている。
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Fig.2-3 小学部における教育課程編成の状況
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Fig.2-4 中学部における教育課程編成の状況






















（昭和 61）年度には小学部 29.6 ％、中学部 22.8 ％であったのに対し、 2001（平


















- 22 - 
- 23 -
る現状を、これらの指摘が示している。
なお、全国肢体不自由養護学校校長会の調査によれば、 1977（昭和 52）年 5
月 1 日現在の肢体不自由養護学校就学者数は 17,267 名（幼稚部 141 名、小学部
8,634 名、中学部 4,748 名、高等部 3,744 名）であり、病類別比率は、脳性疾患 75.59































































































PDCA とカリキュラムの PDCA を連続したものと捉えカリキュラムマネジメン
トに取り組むこと（第一章第二節）が求められている。本来であれば、1971（昭
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Fig.4-1 カリキュラムマネジメントの構造























































































































学校に在籍した生徒の卒業後の実態や QOL（Quality of Life）の評価、在学期間
の教育実践に対する保護者の評価等をもとに、学校教育の内容を捉え直す研
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Fig.5-1 論文の構成

















結果として、教師の描く指導の展望は、「学習の見通し」が平均 2.90 年（ SD








- 42 - 
- 43 -
第一節 目的


















































2009（平成 21）年 7 月下旬
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第三節 結果
発送部数 4 校、 163 部、回収部数 4 校、 148 部（回収率 90.8 ％）であった。
以下、回答を調査項目にしたがって記載する。
１．フェースシートの内容
（１）対象者の性別、年齢、経験年数：性別では、男性が 49 名（ 33.1 ％）、女
性が 98 名（ 66.2 ％）、無回答が 1 名（ 0.7 ％）であった。全教職経験年数、障
害児教育経験年数、特別支援学校（肢体不自由）勤務年数、重複学級担任経
験年数の平均は、それぞれ 14.32 年（ SD=8.706）、 12.63 年（ SD=8.694）、 6.00 年
（ SD=5.410）、 6.40 年（ SD=6.816）であった。なお、以下の「結果」において、
障害児教育経験年数については「 5 年以下」(37 名)、「 6 ～ 11 年」(36 名)、「 12
～ 17 年」(29 名)、「 18 年以上」(39 名)の４群に分けて分析を行った。
（２）所属学部：回答者の所属学部は、小学部 59 名（ 39.9 ％）、中学部 46 名
（ 31.1 ％）、高等部 37 名（ 25.0 ％）、訪問部 6 名（ 4.1 ％）であった。
（３）担任する学級の教育課程の類型：自立活動を主として指導する教育課
程が 74 名（ 50.0 ％）で全体の半数を占め、知的代替の教育課程が 25 名（ 16.9
％）、準ずる教育課程が 24 名（ 16.2 ％）、その他（自立活動部、支援部、学部
主事等）が 25 名（ 16.9 ％）であった。
２．日々の指導に関わる主観的評価
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必要な生きる力を意識した指導を考えることはそう難しいことではない」の 3
つの項目からなる 1 因子が抽出され（Table 6-2）、「日々の指導の見通しに対す







番号 項目内容 因子負荷量 共通性
2① どのような内容を指導したらよいか悩むことがしばしばある． .507 .257
2⑤ 子どもが将来どのような内容の学習をしているのか見通す .853 .727
のは難しい．
2⑧ 子どもの社会生活上必要な生きる力を意識した指導を考え .600 .359
ることはそう難しいことではない．
累積寄与率（％） 44.79




目すべてが 1 因子に高い負荷量を示したので（Table 6-3）、一因子構造にある
と判断した。「自立活動の指導における個別の指導計画作成上の不安」と命名




害児教育経験については有意差が認められた（F(3, 134)=4.057, p< .01）。Tukey
法による多重比較の結果、「 5 年以下」群は「 11 ～ 17 年」群に比べて 5 ％水準
で、「 18 年以上」群に比べて 1 ％水準でそれぞれ有意に高いことが認められた。
Table 6-3 自立活動の指導における個別の指導計画作成に関わる因子分析結果
番号 項目内容 因子負荷量 共通性
4① 子どもの実態把握が難しい． .706 .498
4② 子どもの実態を正確に把握できたかどうか不安である． .820 .673
4③ 子どもの実態を多面的に把握できたかどうか不安である． .821 .673
4④ 何を基準に目標を設定すべきなのかわからない． .764 .584
4⑤ 設定した指導目標がこれでよいか不安である． .766 .586
4⑥ 長期的な成長の見通しが難しい． .733 .537
4⑦ 長期的な成長の見通しが適切かどうか不安である． .787 .620
累積寄与率（％） 59.59







ては、 Fig.6-1 のような回答を得た。平均 2.90 年、標準偏差 1.75 であった。次に
子どもの将来の生活の見通し（以下、「生活の見通し」とする）については、
Fig.6-2 のような回答を得た。平均 4.01 年、標準偏差 2.83 であった。










った結果を Table 6-4、Table 6-5 に示した。
学習の見通しについては、「自立活動の指導における個別の指導計画作成上
の不安」（β＝ -.259, p< .01）が、生活の見通しについては、「日々の指導の見通




131)=4.20, p< .01, 生活の見通し；F(3, 130)=3.66, p< .05）。Tukey 法による多重比較
の結果、前者で小学部が中学部、高等部に比べ、後者で小学部が高等部に比
べて有意に長く展望していた。




























今回の指導の展望に関する結果は、「学習の見通し」が平均 2.90 年（ SD ＝



































































以下」群が、「 11 ～ 17 年」群、「 18 年以上」群に比べてより抱えている実態が
示された。一方で、「日々の指導の見通しに対する困難さ」では、障害児教育








































教師の描く指導の展望は、「学習の見通し」が平均 2.90 年（ SD ＝ 1.75）、「生



































験年数を指標として選定した 6 名を対象とした。詳細は Table 7-1 に示す。現在
の所属は A ～ D 教師が X 校、E、 F 教師が Y 校である（E 教師は前任校が， F





・新任期（ 1 ～ 3 年目）、「安定」の時期（ 4 ～ 6 年目）、中堅期（ 7 ～ 18 年
目）、熟練期（ 19 年～）にある教師各 1 ～ 2 名
上記基準を A 県教育庁特別支援教育室長及び A 県立特別支援学校（肢体不
自由） 2 校の学校長に伝え、選定していただいた。なお、 6 名全員が第六章の
調査対象者である。
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Table 7-1　対象教師のプロフィール
Huberman（1989）における位置づけ 4～6年 19年～
対象者 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ
年齢 25 32 32 36 38 47
性別 女 女 男 女 女 男
所有する教員免許状 中高国語 中高数学 中高体育 中高音楽 幼・小 小
特別支援学校教員免許状の有無（初任期時点） 有 無 無 無 有 有



























































調査の時期は、 2010（平成 22）年 7 月下旬であった。




























































学部で体育を専攻した C 教師は、中学校で 1 年、特別支援学校（知的障害）








































大学で声楽を専攻した D 教師（ 9 年目）は、卒業後、中学校で 2 年、高等学校
で 1 年の講師経験を有する。特別支援学校（知的障害）に 3 年間勤務した後、
現在の学校に赴任し、研究主任を務めている。






なので 3、4 年」と C 教師と同様の回答であった。これに対し、小学部所属の E
教師は「子どもの現在の学年を問わず、見通せる年数はその子どもの在学期間」
とその期間に差異が見られたが、子どもの在学期間が基本となる点で共通して




























































































（１）現在の展望を描くに至るプロセス： 中堅期（D 教師， E 教師）と熟練
期（ F 教師）の 3 名に、現在の展望を描くに至るプロセスを中心に自身の教職
歴をふり返り、自由に節目を設け、各時期について印象深い出来事やその後の
転機となる出来事を語ってもらった。以下、各教師について記す。
1)D 教師： D 教師は、教職生活を振り返り、 3 つの時期に分けて次のよ
うに語り、整理した。
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く際の大きな手がかりとなった」と語った。






2)E 教師： E 教師は、教職生活を振り返り、 3 つの時期に分けて次のよう
に語り、整理した。







まり（ 8 ～ 16 年）： 特別支援学校（肢体不自由）に赴任する。「初めての肢体
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れまでの集大成の機会」となる。
＜第 3 期＞新たな関係構築への挑戦（ 17 年～現在）： 今年度、特別支援
学校（肢体不自由） 2 校目に赴任する。 1 学期が経過した現在は、「新たな学校
で人間関係づくりに取り組んでいる段階」と語った。
3)F 教師： F 教師は、教職生活を振り返り、 3 つの時期に分けて次のよう
に語り、整理した。
＜第 1 期＞同じテーマで学ぶ仲間、医療関係者との出会い（ 1 ～ 12 年目）
















＜第 3 期＞小学部主事への就任（ 23 年目～現在）：教育センター勤務を経
て現在の特別支援学校（肢体不自由）に赴任する。小学部主事への就任が「担
任の頃と異なる視点を持つ契機」となる。「 1 年、1 年の捉え方から学部の節目、
卒業時を意識するようになった自分自身の視点の変化や、担任の頃の実践の反
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（２）第六章の結果の解釈と今後の改善策： 教師が描く指導の展望について、
「学習の見通し」が平均 2.90 年（ SD ＝ 1.75）、「生活の見通し」が平均 4.01 年
（SD ＝ 2.83）であったという結果について、 3 人の教師は現状を反映したもの
として捉えつつ、十分ではないとの認識から今後の改善策を語った。
現状を反映したものと捉える根拠として、「個別の教育支援計画や個別の指








































































































































「安定」の時期（ 4 ～ 6 年目）にあたる C 教師は、高等部卒業後の進路先に
ついて具体的に把握することができるようになる一方で、卒業後の生活に向け
て、教科とは異なる自立活動の指導を通して子どもに育む力を具体化すること





中堅期（ 7 ～ 18 年）の D 教師と E 教師は、これまで指導してきた子どもの
姿から、指導の方向性や設定した目標について一定の自信を抱く点で、新任期
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ることが必要であることを課題として付記する。
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を送ることができているかを把握する指標として生活の質（Quality of Life、以
下 QOL と表記）に着目する。これらの ADL と QOL、そして学校教育（「達成
したカリキュラム」）に対する評価との関連の分析から、卒業生に対するこれ
までの実践の成果及び課題を検討する。























（ 2009（平成 21）年 5 月現在）は 73.8 ％で全国平均（ 67.9 ％）を上回る（文部
科学省初等中等教育局特別支援教育課， 2010a）。全国的にはほぼ平均的な県と
想定されるが、島嶼地域が多い点が特徴である。








なお、V 校と Y 校には高等部が設置されておらず、W 校には 2007（平成 19）
年度に設置された。また、後述の Z 校は高等部未設置だった時期に W 校中学
部卒業生が進学していた特別支援学校（病弱）である。
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QOL 尺度には The World Health Organization Quality of Life-BREF（World Health
Organization， 2004，以下、WHOQOL-BREF とする）を用いた。WHOQOL-BREF は
WHOQOL100 の短縮版である。WHOQOL100 は、QOL の構成領域を身体的側面、





















（１）回答者及び卒業生：回答数は 57（回収率 37.3 ％）であった。回答者は、
女性 46 名（ 80.7 ％）、男性 5 名（ 8.8 ％）、無回答 6 名（ 10.5 ％）、平均年齢は 55．71
歳（ SD ＝ 4.89）であった。卒業生本人については男性 27 名（ 47.4 ％）、女性 27
名（ 47.4 ％）、無回答 3 名（ 5.2 ％）で、年齢の幅は 19 歳から 35 歳、平均年齢
は 26.12 歳（SD ＝ 4.70）であった。障害者手帳は 1 種 1 級 45 名（ 79.0 ％）、 1
種 2 級等のその他が 8 名（ 14.0 ％）、無回答 4 名（ 7.0 ％）であった。診断名は
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脳性まひ 33 名（ 57.9 ％）、その他 16 名（ 28.1 ％）、無回答 9 名（ 15.8 ％）であ
った（ 1 名複数回答）。現在の生活（複数回答可）については、デイサービス
利用 34 名（ 59.6 ％）、施設通所 16 名（ 28.1 ％）、施設入所 4 名（ 0.1 ％）、無回




が 7 時から 9 時に朝食をとり、 9 時から 16 時はデイサービスに通う。帰宅後
はテレビ、食事、入浴の時間を過ごし 21 ～ 23 時に就寝していた。後者につい
ては、食事、入浴を除く日中の具体的な活動を記した 31 名中 26 名（ 83.9 ％）
が「テレビの視聴」をあげた。
（３）卒業生本人の ADL：回答者は 51 名であった。以下、各項目について「全
介助」の占める割合を「卒業段階」と「現在」に分けて示す。（）内は「現在」
のものである。食事が 63.2 ％（ 64.0 ％）、入浴が 82.7 ％（ 80.8 ％）、トイレ動作
が 73.1 ％（ 75.0 ％）、車椅子の乗降が 84.8 ％（ 84.8 ％）、移動が 95.5 ％（ 97.7 ％）
であった。意思の表出については、親しい相手に対して「全介助（快・不快
の表情が見られない）」が 25.0 ％（ 25.0 ％）、「部分介助（快・不快を表すこと
ができる）」が 50.0 ％（ 52.1 ％）、それ以外の相手に対して「全介助（快・不
快の表情が見られない）」が 33.3 ％（ 35.6 ％）、「部分介助（快・不快を表すこ
とができる）」が 51.1 ％（ 48.9 ％）であった。意思の表出に使用する主な手段
（複数回答可）は、「表情」、「発声」の順に高く、「身振りやサイン」、「絵カ
ード」を上回った。親しい相手に対しては「表情」64.4 ％（ 64.4 ％）、「発声」48.9
％（ 48.9 ％）、「身振りやサイン」15.6 ％（ 15.6 ％）、「絵カード」4.4 ％（ 6.7 ％）
であり、それ以外の相手に対しては「表情」 53.3 ％（ 48.9 ％）、「発声」 37.8 ％
（ 37.8 ％）、「身振りやサイン」 13.3 ％（ 13.3 ％）、「絵カード」 2.2 ％（ 2.2 ％）
であった。
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（４）保護者の QOL：全項目に回答したのは 39 名で合計点の平均は 70.0（ SD
＝ 12.7）、各領域の平均点の平均は、身体的領域 3.05、心理的領域 2.85、社会
的関係 3.18、環境 2.85、全体 2.73 であった。
（５）保護者の「達成したカリキュラム」に対する評価：「成果」は 41 名が
回答し、 37 名（ 90.2 ％）が「ある」と回答した。その具体的内容は、「意思の
表出や人との関わり」が 18 名で 48.6 ％を占め、「生活リズムの安定」（ 11 名、29.7
％）、「興味関心の拡大」（ 4 名、10.8 ％）等があげられた。「要望又は希望」は 32
名が回答し、 23 名（ 71.9 ％）が「ある」と回答した。その具体的内容は、「意
思の表出」と「姿勢や運動に関すること」がそれぞれ 4 名（ 12.5 ％）、「食事
に関すること」が 3 名（ 9.4 ％）等であった。「課題」は 31 名が回答した。 25
名（ 80.6 ％）が「なし」と回答し、「ある」と回答した 6 名（ 19.4 ％）中 3 名
は「排泄」「立位」「身体を動かすこと」（各 1 名）をあげた。
（６）進路先の「達成したカリキュラム」に対する評価：保護者から承諾が
得られた 53 名の卒業生の進路先 14 か所を対象に実施した。回答数は 29（回
収率は 54.7 ％）であった。「成果」については 29 名が回答し、 17 名（ 58.6 ％）
が有無を選択せずに「利用者が学校生活で学んだことがわからない」と回答
した。「ある」と回答した 12 名（ 41.2 ％）は、その具体的内容に「意思の表出
や人との関わり」（ 7 名、 58.3 ％）、「生活リズムの安定」「食事に関すること」
「姿勢や運動に関すること」（各 4 名、 33.3 ％）等をあげた。「要望又は希望」
については 27 名が回答した。 18 名（ 66.7 ％）が「ある」と回答し、「意思の
表出や人との関わり」（ 6 名、33.3 ％）、「姿勢や運動に関すること」（ 5 名、27.8
％）、「食事に関すること」（ 4 名、 22.2 ％）、「他者が関われないときに一人で
過ごすこと」（ 2 名、 11.1 ％）等があげられた。


















した。例えば 50 歳代女性の場合、回答者の平均と中根ら（ 1999）の平均は次
の通りである。（）内は中根ら（ 1999）の平均を示す。身体的領域 2.96（ 3.56）、
心理的領域 2.71（ 3.38）、社会的関係 3.06（ 3.24）、環境 2.81（ 3.24）、全体 2.71（ 3.35）
であった。また、卒業生の ADL にばらつきはなかったのに対し、保護者の QOL
は多様であった。保護者の QOL は卒業生の ADL のみに影響を受けるものでは
ない。しかし、介護者の QOL と介護負担感の相関が指摘されている（大山・
鈴木・山田， 2001）ことから、保護者の QOL と、日常生活の様々な場面で保
護者による介助を要する卒業生の ADL には何らかの関連が存在すると想定さ
れる。


































成 17）年度である。本調査で対象とした卒業生には 2004（平成 16）年度以前
の卒業生が多いことも一因に考えられる。

















（１）対象者：保護者 4 名を対象とした。以下、保護者 A ～ D とし、保護者 A
の子どもを卒業生 A と表記する。保護者の QOL の合計点と領域別の平均点（身
体的領域、心理的領域、社会的関係、環境、全体）は、保護者 A が 88（ 3.50，3.50，
4.00， 3.88，3.50）、保護者 B が 86（ 4.00， 4.00， 3.50， 3.13， 3.00）、保護者 C が 68
（ 2.67， 3.17， 2.50， 2.75， 3.00）、保護者 D が 55（ 2.17， 1.83， 3.00， 2.88， 1.00）
であった。
（２）対象者選定の手続き：研究 1 の回答者から以下の 2 点の基準により選
定した。研究 1 では卒業生の ADL が一様だったのに対し、保護者の OQL にば
らつきが示された。介護者の QOL と被介護者の QOL の関連性が指摘されてい
る（大川ら， 1999）ことから、保護者の QOL の合計点が回答者の平均に比し
て 1SD 以上離れた 4 名（「高い」「低い」各 2 名）を選定することとした。ま
た、「達成したカリキュラム」に対する評価について回答を求めることから、
個別の指導計画や通知表など在学中の学習の記録が十分に保存されているこ

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　 　 卒 業 後 の 生 活 の 実 態 や
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（１）在学時の指導と卒業生の実態及び保護者の思いの経時的変化
１）卒業生 A について：卒業生 A は、〔小学部入学時より座位の安定を図
る指導を受け、四つ這いでの移動や立位の姿勢を保持する力を習得〕し、中















２）卒業生 B について：小学部 3 年生から 6 年生にかけて〔入院による欠
席が多かった〕卒業生 B は、〔健康の維持・改善とそのための食事量の確保〕
が重要な指導課題であった。保護者 B の回答にも各学部段階において食事に
関する内容が見られた。卒業生 B は、〔小学部 6 年次より食事量が安定し、中












卒業生 B は、卒業後 3 か月は生活支援事業所 2 か所をほぼ毎日利用していた
が、事故のため現在は利用しておらず在宅生活を送っている。
３）卒業生 C について：卒業生 C は、〔入学時より定頸獲得の指導を受け、















４）卒業生 D について：卒業生 D は、小学部 1、 2 年次は通学手段が確保
できなかったことから訪問教育を受け、 3 年次より通学した。〔 1 年次より定
頸獲得の指導を受け、座位や膝立ち等の姿勢保持の指導〕を経て、 5 年次に座
位保持が可能となった。中学部では〔移動能力の向上と身体拘縮の予防のた









卒業生 D は、現在、生活支援事業所 2 か所を週あたり 3 日利用しながら在













































保護者 C と保護者 D の身体的領域（医療への依存や疲労等に関する領域）の
QOL の値が回答者の平均を下回り、保護者 C は社会的領域（人間関係や社会
的支え等に関する領域）、保護者 D は心理的領域（感情や自己評価等に関する
- 104 - 
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領域）の QOL が低かった結果との関連を示唆するものと考えられる。





























































卒業生 4 名の在学時の指導記録と実施した指導を振り返る教師 7 名（担










































第八章の研究 2 で事例として取り上げた卒業生 4 名（A ～ D 児）が A 県立
特別支援学校（肢体不自由） 4 校（V ～ Y 校）に在学した当時に指導を担当し
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対象者が指導を担当した期間の卒業生の学年 指導担当時点の教職経験年数（うち肢体不自由教育経験年数） 卒業生を担当するまでの教職経験
<1> 担任A 小学部3～4年 23年　（1年） 小学校特殊学級に3年，知的障害養護学校に12年，知的障害養護学校（2校目）に7年，V校に赴任して1年目
<2> 専任A 中学部3年 8年　（4年） 知的障害養護学校に3年，Ｖ校に赴任して5年目（4年目は1年間，大学院に在籍，5年目から専任）
<3> 担任B 小学部5～6年，中学部1年，3年 6年　（6年） Ｘ校に5年，W校に赴任して1年目
<4> 専任B 中学部1～3年 5年　（5年） W校に5年（4年目から専任）
<5> 担任C 小学部１～３年 4年　（4年） Ｖ校に3年，Ｙ校に赴任して1年目
<6> 担任D 小学部3～5年、中学部1年（小3後半，小4前半，中1の1，2学期は育休） 10年　（6年） 知的障害養護学校に4年，W校に赴任して6年目




- 110 - 
- 111 -
２．手続き




































卒業生 A ～ D 児の通知表に記載された在学時の指導記録（抜粋）と現在の
実態を Table 9-2 に示した。自立活動（養護・訓練）の指導では、定頸から座
位、立位、歩行に至る運動発達のプロセスに個々の実態を照らし、それぞれ
の段階から指導が積み重ねられていた（A 児は座位～歩行、B 児は定頸～座位、
C 児と D 児は定頸から歩行）。身体の変形・拘縮や側彎の予防への対応も共通
して行われた。その他に、B 児と D 児に対しては、感覚刺激の受容や感覚・
運動に関する指導が行われ、A 児と C 児に対しては、手指の操作に関する指
導が行われていた。また、対人関係を育む指導については、C 児と D 児が小
学部の時期に行われていた。
- 113 - 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































- 116 - 
- 117 -



























































































































- 119 - 
- 120 -

















































































































- 121 - 
- 122 -































































- 123 - 
- 124 -
第四節 考察























反省した。専任 D のみが D 児の姿勢や認知、コミュニケーションにおける課
題間の関連を振り返りながら、『指導の在り方としては間違っていないと思う』




各教師が A ～ D 児を担当した時点の肢体不自由教育経験年数（Table 9-1）に




















任は専任や関係機関の助言に頼り、専任 A や専任 B は自身も成長のプロセス
の初期にあったことを考慮すれば必然の結果ではないか。
自立活動の指導では、なぜその指導目標・内容を設定したのか、内容の選定





















































































































































1979（昭和 54）年の養護学校義務制実施から 35 年の歳月が経過した。個々




























































指導の展望は、「学習の見通し」が平均 2.90 年（ SD ＝ 1.75）、「生活の見通し」












～ 3 年目）及び安定期（ 4 ～ 6 年目）にある教師は、自らが設定した指導目標
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